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京都市大気汚染対策指導要綱  
                  昭和５１年８月１０日（制定）  
                  平 成 元 年６ 月 １ 日（改正）  
                  平成２２年４ 月 １ 日（改正）  

（目  的）  

第１条 この要綱は，京
みやこ

の環境共生推進計画に基づき，工場又は事業場（以下

「工場等」という。）から排出される硫黄酸化物及び窒素酸化物について必要

な基準等を定めることにより，京都市環境保全基準の維持達成を図り，もっ

て市民の健康と快適な生活環境を確保することを目的とする。  

（定  義）  

第２条 この要綱において「ばい煙発生施設」とは，大気汚染防止法に定める  

 ばい煙発生施設及び伝熱面積（日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｂ８

２０１及びＢ８２０３で定めるところにより算出された伝熱面積）５平方メ

－トル以上を有するボイラーであって，硫黄酸化物及び窒素酸化物を排出す

るものをいう。  

２ この要綱において「定格能力」とは，ばい煙発生施設を定格で運転する場

合において使用する原料及び燃料の量を重油の量に換算した能力をいい，別

に定める換算方法によるものとする。  

  また，「定格能力の合計」とは，工場等に設置する予備及び休止施設を除く

すべてのばい煙発生施設を対象として算定するものとする。  

３ この要綱において「指定工場等」とは，ばい煙発生施設を設置する工場等  

 であって，その定格能力の合計が１時間当たり８００リットル以上のものを  

 いう。  

４ この要綱において「一般工場等」とは，ばい煙発生施設を設置する工場等  

 であって，指定工場等以外の工場等をいう。  

（達成目標値）  

第３条 本市において達成すべき大気中の二酸化硫黄濃度の目標値は，１時間  

 値の１日平均値が０ .０２ppm 以下，大気中の二酸化窒素濃度の目標値は，

１時間値の１日平均値が０ .０２ppm 以下（ただし，当分の間，１時間値の

１日平均値０ .０４ppm 以下）とする。  



（指導基準等）  

第４条  ばい煙発生施設を設置している者又は新たにばい煙発生施設を設置し  

 ようとする者は，燃料の良質化に努めなければならない。  

２ 工場等に対する指導は，別表に定める基準（以下「指導基準」という。）に  

 より行うものとする。ただし，市長が特に認める場合はこの限りでない。  

（ばい煙発生施設の設置の届出）  

第５条  新たにばい煙発生施設を設置し又は増設しようとする者は，当該ばい  

 煙発生施設の設置の工事開始の日の６０日前までに，その旨を市長に届け出  

 て，公害防止に関し必要な指導を受けなければならない。  

２ 市長は，前項の規定による届出を受けたときは，その計画の概要等につい  

 て審査し，必要があると認めるものについては，公害防止に関する措置等に  

 ついて指導をするものとする。  

（ばい煙発生施設の構造等の変更の届出）  

第６条 前条第１項の規定による届出をした者は，その届出に係る施設の構造

及び稼働状況の変更をしようとするときは，当該ばい煙発生施設の変更に係

る工事開始の日の６０日前までに，その旨を市長に届け出て，公害防止に関

し必要な指導を受けなければならない。  

（氏名の変更等の届出）  

第７条 第５条第１項の規定による届出をした者は，その届出に係る氏名又は

名称及び住所並びに法人にあっては，その代表者の氏名若しくは工場又は事

業場の名称及び所在地に変更があったとき，又はその届出に係るばい煙発生

施設の使用を廃止したときは，その日から３０日以内にその旨を市長に届け

出なければならない。  

（承継）  

第８条 第５条第１項の規定による届出をした者からその届出に係るばい煙発  

生施設を譲り受け，又は借り受けた者は，当該届出をした者の地位を承継す

る。  

２ 第５条第１項の規定による届出をした者について ,相続，合併又は分割（そ

の届出に係るばい煙発生施設を承継させるものに限る。）があったときは，相

続人，合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割により



当該ばい煙発生施設を承継した法人は，当該届出をした者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第５条第１項による届出をした者の地位を承継した者

は，その承継があった日から３０日以内に，その旨を市長に届け出なければ

ならない。  

（協定の締結）  

第９条 市長は，この要綱による指導の実効性を確保するため，次の各号に掲  

  げる工場等を設置する事業者と公害の防止に関する協定（以下「協定」とい  

 う。）を締結するものとする。  

(1) 指定工場等  

(2) 一般工場等のうち定格能力の合計が１時間当たり３００リットル以上       

を有するもの  

(3) その他市長が必要と認めるもの  

２ 前項に規定する工場等を設置する事業者は，市長から協定の締結の要請を  

 受けたときは，要請を受けた日から３０日以内に市長に当該工場等に係る施

設計画書を提出するものとする。  

３ 市長は，前項の施設計画書が提出されたときは，事業者と協定の細目等に  

 ついて協議し，速やかに協定を締結するものとする。  

（協定の改定）  

第１０条 協定を締結した事業者が，ばい煙発生施設，燃料の変更その他当該協

定内容を変更しようとするときは，あらかじめ市長と協議を行い必要に応じ

て協定の改定を行うものとする。  

（排煙脱硫装置）  

第１１条 排煙脱硫装置により第４条２項に規定する指導基準に適合させようと

する事業者は，別に定める基準を遵守し，当該装置からの排出水，廃棄物等

について適切な処理及び処分を行うとともに窒素酸化物の排出を抑制するよ

う努めるものとする。  

（低硫黄燃料の供給確保等の要請）  

第１２条 市長は，この要綱による指導を円滑に実施するため，燃料の需給状   

況等を的確に把握するとともに，燃料の製造業者，販売業者等に対し，低硫

黄燃料の供給確保及び指導基準適合燃料の販売について協力を要請するもの



とする。  

（氏名の公表）  

第１３条 市長は，工場等を設置する事業者が，第９条第２項の規定による施設

計画書を提出しないとき，同条第３項の規定による協定を締結しないとき， 

施設計画を実施しないとき，その他この要綱の各条項に違反すると認めると  

きは，その旨を京都市公報等により公表するものとする。  

（その他）  

第１４条 この要綱において別に定める事項及びこの要綱の実施に関し必要な事

項は，環境政策局長が定めるものとする。  

 

 

 

   附 則  

 この要綱は，平成元年６月１日から実施する。  

 この要綱は，平成２２年４月１日から実施する。  

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第４条関係） 
 

区域の区分 対 象 工 場 等 指 導 基 準 

第１種区域 指定工場等及び一般工場等 
ガス，灯油（JISK2003 に定める 1 号灯油に限る。以下同じ。）又は

電力を使用すること。 

工 場 

次の式を基本として算出した硫黄酸化物の量とする 
QO＝ａ・Wｂ＋ｒ・ａ｛（Ｗ＋Ｗｉ）ｂ－Ｗｂ｝ 
この式において QO，Ｗ，Ｗｉ，ａ，ｂ及びｒは，それぞれ次の値を

表わすものとする。 
QO：排出が許容される硫黄酸化物の量（N  ／時） 
W ：昭和 51 年 11 月 1 日前から設置されているばい煙発生施設の

定格能力の合計（k ／時） 
Wi：昭和 51 年 11 月 1 日以降新増設されるばい煙発生施設の定格

能力の合計（k ／時） 
ａ：1.6  ｂ：0.85  ｒ：0.3 

指定工場等及びばい

煙発生施設の定格能

力の合計が１時間当

たり３００リットル 
以上の一般工場等 

事 業 場 ガス・灯油または電力を使用すること。 

工 場 燃料の使用に係る硫黄含有率の許容限度は，0.5％とする。 

第２種区域 

ばい煙発生施設の定

格能力の合計が１時

間当たり 300 リット 
ル未満の一般工場 
等 事 業 場 ガス・灯油又は電力を使用すること。 

指定工場等及びばい煙発生 
施設の定格能力の合計が１ 
時間当たり３００リットル 
以上の一般工場等 

上記の式を基本として算出した硫黄酸化物の量とする。 

第３種区域 

ばい煙発生施設の定格能力 
の合計が１時間当たり 300 
リットル未満の一般工場等 

燃料の使用に係る硫黄含有率の許容限度は，0.5％する。 

 
備考 
１ この表に掲げる区域の区分とは，それぞれ次の各号で定めた区域をいう。ただし,都市計画法による市街化区域及び市街化調整

区域以外の区域は除く。 
(1)  第１種区域 都市計画法による市街化区域以外の区域又は近畿圏整備法による保全区域のいずれかに該当する区域 
(2) 第２種区域 鴨川右岸線と府道伏見港京都停車場線との交会点を起点とし，順次同府道，市道京都環状線，西日本旅客鉄道

東海道本線，桂川左岸線，府道中山稲荷船及び鴨川右岸線を経て起点に至る線で囲まれた区域又は近畿圏整備法による既成都

市区域 
(3) 第３種区域 前各号に定める区域以外の地域 
 なお，平成元年６月１日以降新たに第３種区域となった地域のうち都市計画法による第１種住居専用地域，第２種住居専用地

域及び住居地域に指定された地域については，第２種区域の扱いをする。 
２ 指定工場等及びばい煙発生施設の定格能力の合計が１時間当たり３００リットル以上の一般工場等において，昭和５１年１１

月１日前に設置されたばい煙発生施設等に係る指導基準はこの表によらず，上記の式を基本として算出した硫黄酸化物とする。

３ ばい煙発生施設の定格能力の合計が１時間当たり３００リットル未満の一般工場等において，昭和５１年１１月１日前に設置

されたばい煙発生施設の使用燃料中硫黄含有率の許容限度はこの表によらず，次によるものとする。 
 
 
 

WO：昭和５１年１１月 1 日前から設置されているばい煙発生施設の定格能力の合計（ ／時） 
SO：使用燃料中の硫黄含有率（％） 

WO １００未満 １００以上３００未満 
SO ０．８ ０．５ 

 

 
 





京都市大気汚染対策指導要綱実施細則 
                  昭和５１年８月１０日 （制定） 
                    平 成 元 年６ 月 １ 日（改正） 
                  平成２２年４ 月 １ 日（改正） 

 

                    

（用 語） 

第１条 この細則で使用する用語は，京都市大気汚染対策指導要綱（以下「要綱」と 

いう。）において使用する用語の例によるものとする。 

（定格能力の算定） 

第２条 要綱第２条第２項の規定による定格能力の算定は，京都府告示第６１０号（昭 

和５２年１１月１日）に基づく原料及び燃料の量の重油の量への換算方法によるもの

とする。 

（ばい煙発生施設設置等の届出） 

第３条 要綱第５条第１項及び第６条の規定による指導を受けようとする者は，別記 

第１号様式に，次に掲げる図書を添付して市長に届け出るものとする。 

（1） ばい煙発生施設設置計画書 

（2） 当該工場等の付近見取図（２５００分の１の基本図程度のもの） 

（3） ばい煙発生施設設置配置図 

（4） その他市長が必要と認める図書 

   ただし，大気汚染防止法による設置の届出を必要とするものにあっては，当該ばい

煙発生施設設置届出書をもって届出書に代えることができるものとする。 

２ 市長は，前項による届出を受けたときは，速やかにその内容を審査し，公害の防止

に関し必要な指導を行うものとする。 

（氏名の変更等の届出） 

第４条  要綱第７条に規定する届出は，氏名等の変更に係る場合にあっては別記第２ 

号様式，施設の使用の廃止に係る場合にあっては別記第３号様式によるものとする。 

（承継の届出） 

第５条 要綱第８条第３項に規定する届出は，別記第４号様式によるものとする。 

（施設計画書） 

第６条 要綱第９条第２項に規定する施設計画書は，別記第５号様式によるものとす 

る。 



（協 定 等） 

第７条 要綱第９条に規定する協定及び協定細目は，別記第６号様式及び第７号様式 

で行うものとし，硫黄酸化物年間許容排出量及び硫黄含有率の許容限度の算定は，別

表によるものとする。 

（弁明の機会） 

第８条 市長は，要綱第１３条に規定する氏名の公表をしようとするときは，あらか 

じめその事業者に書面をもって違反する事由を通知し弁明の機会を与えるものとする。 

 

 

  附 則 

この細則は，平成元年６月１日から実施する。 

この細則は，平成２２年４月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第７条関係） 

１ 硫黄酸化物年間許容排出量の算定方法 

（1） 昭和５１年１１月１日前に設置されているばい煙発生施設のみを有する 

  場合 

  QO＝ａｗｂ×８７６０×α・・・・・・・・・・・・・・・① 

   この式において，QO，ｗ，α，ａ及びｂはそれぞれ次の値を表すものと 

   する。 

  QO 硫黄酸化物年間許容排出量（N  ／年） 

  ｗ  昭和５１年１１月１日前に設置されているばい煙発生施設に係る重 

油換算月平均最大原燃料使用量の合計（k ／時）〔基準年次昭和５１ 

年度〕 

  ａ 1,6 

  ｂ 0.85 

  α 次式により算出した工場等におけるばい煙発生施設の時間稼働率 

     α＝Σｗ´ｎ・αｎ／Σｗ´ｎ 

 

      ｗ’ｎ：ばい煙発生施設毎の重油換算年間原燃料使用量（kl／時） 

      αｎ：ばい煙発生施設毎の時間稼動率 

  ただし， 

       

      Tｎ：ばい煙発生施設毎の年間稼働率（時） 

（2）（1）以外の場合 

 QO´＝QO＋ｒ×ａ｛（ｗ＋ｗｉ）
ｂ－ｗｂ｝×８７６０×α´・・・・・② 

  この式において QO，ｗ，ａ及びｂは①と同じ扱いとし，QO´，ｗ´，ｒ 

  及びα´はそれぞれ次の値を表すものとする。 

  QO´ 硫黄酸化物年間許容排出量（N  ／年） 

  ｗｉ 昭和５１年１１月１日以降に設置されたばい煙発生施設に係る重油 

     換算月平均最大原燃料使用量（kl／時） 

  ｒ  0.3 

  α´ 昭和５１年１１月１日以降に設置されたばい煙発生施設の時間稼動率 

Tn 

8760 
αｎ＝ 



（3）一部廃止の場合 

 廃止されたばい煙発生施設に係る月平均最大原燃料使用量（k ／時）を WO とす 

るとき，当該施設の設置時期が昭和５１年１１月１日前にあっては②式のｗからｗｏ 

を差し引いて適用し，昭和５１年１１月１日以降にあっては②式のｗｉからｗｏを差 

し引いて算定するものとする。 

 

２ 硫黄含有率の算定方法 

（1） 都市ガスのみを使用する場合 

S＝0.00 

 （2）（1）以外の場合 

     

 

  これらの式において S，Ｗ，Ｗｉ，ａ，ｂ，ｒ及びｐはそれぞれ次の値を表 

 すものとする。 

  S 適用される許容硫黄含有率〔％〕（少数第 3 位切り捨第 2 位まで） 

  W 昭和５１年１１月 1 日前に設定されているばい煙発生施設（都市ガスを 

    使用するものを除く。）の定格能力の合計〔k ／時〕 

  Wi 昭和５１年１１年１日以降に設置されたばい煙発生施設（都市ガスを使 

    用するものを除く。）の定格能力の合計〔k ／時〕 

  ａ 1.6 

  ｂ 0.85 

  ｒ 0.3 

  ｐ 使用される原料及び燃料の比重 

 

   

 

aWb + r・a{（W＋Wi）b－Wｂ} 

7×（W＋Wi）b×ρ 
S＝ 



第１号様式（第３条関係） 

ば い 煙 発 生 施 設 設 置 （ 変 更 ） 届 出書 

 

（あて先） 京 都 市 長 年  月  日 

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 
 
 
     電話（   ）  － 

氏名（法人にあっては名称及び代表者氏名。

記名押印又は署名） 
 
                印  

 
京都市大気汚染対策指導要綱第５条第１項（第６条）の規定により，次のとおり

届け出ます。 
ば い 煙 発 生 施 設 の 
定 格 能 力 の 合 計 

     うち届出に係る 
新 設 （ 変 更 ） 分       

工場等の所在地  工場等の名称

 
 
電話（   ） 

事 業 内 容  主 な 製 品 名
 

       

用 途 地 域 
第１種低住専，第２種低住専，第１種中高住専，第２種中高住専，

第１種住専，第２種住専，準住居，近商，商業，準工，工業， 
工業専用，その他（             ） 

基 準 適 用 
区 域 区 分 

第１種区域，第２種区域，第３種区域 

排水の放流先 下水道，公共用水域（     ），その他（       ） 

着手予定年月日  年  月  日 
使 用 開 始

予 定 年 月 日
年  月  日 

ばい煙発生施設 
設 置 計 画 書 

別紙のとおり。 

付 近 見 取 図 別紙のとおり。 

ばい煙発生施設 
配 置 図 

別紙のとおり。 

 

／時 ／時 



別 紙 

ばい煙発生施設設置（変更）計画書 

 新 設 （ 変 更 ） 既     設 
施 設 の 種 類     
使 用 目 的     
設 置 台 数     
定 格 能 力 の 合 計（ ／時）     
原 料 の 処 理 能 力（t／時）     

計

画

の

概

要 焼 却 能 力（㎏/時）     

 
施 設 の 番 号     
施 設 の 名 称     
施 設 の 型 式     
着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

番    号     
実 高 さ（m）     

排
出
口 

内  径（㎝）     
伝 熱 面 積（㎡）     
定 格 能 力（ ／時）     
原料の処理能力（ｔ／時）     

規 
 

模 

焼 却 能 力（㎏／時）     
燃 原 料 の 種 類     
硫 黄 含 有 率 （ ％ ）     
年 間 使 用 量     
稼 動 期 間 月～ 月 月～ 月 月～ 月 月～ 月

稼動日数（日／年）     
稼動時間（時／年）     

稼 

動 

状 

況 

定 格 比 （ ％ ）     
施 設 番 号     
処 理 方 法     

施 
 

設 
 

の 
 

構 
 

造 

・ 

稼 
 

動 
 

状 
 

況 

排
煙
処
理 SO２捕集効率（％）     

 
 



工程図及び排煙系統図 

 
（１）工程図 
 
 
 
 
（２）排煙系統図 
 
 
 
 
 
 
 
 

公害防止組織及び対策の概要 

 
（１）公害防止組織 
 
 
 
 
（２）公害防止対策の概要 
 
 
 
 
 
 
 

（注）紙面不足の場合は，別途 A４用紙に記入し添付すること 



第２号様式（第４条関係） 

 

 

氏  名  等  変  更  届  出  書 

 
 

                                   年     月     日 

 （あて先） 京 都 市 長 
                          

                      届出者住所 

                     名
フリ

   称
ガナ

       

                     代表
フ

者
リ

氏
ガ

名
ナ

                印 

                        電話（   ）   －          番 

担当者職氏名 
 

 

 氏名（名称，住所，所在地）に変更があったので，京都市大気汚染対策指導要綱第７条の規定

により,次のとおり届け出ます。 

                       

   

変 更 前    

 

 

 
※整 理 番 号       

変 更 の 

内 容 

変 更 後    

 

 

 
※受理年月日 年   月   日 

変 更 年 月 日      年       月       日 ※施 設 番 号        

変 更 の 理 由          
 

 ※備 考       

  

備考 １ ※印の欄には，記載しないこと。 

    ２ 用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とすること。 

3 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し,押印することに代えて,本人 

 （法人にあってはその代表者）が署名することができる。 

 

 

（参考）工場・事業場名                                

 

    工場・事業場所在地                                  

 

 

 

 

 



第３号様式（第４条関係） 

 
ば い 煙 発 生 施 設 使 用 廃 止 届 出 書 

 
                                  年   月   日 
（あて先）京 都 市 長 
                     
                              届出者住所 

 
                 名 称

フ リ ガ ナ

                               

                
代表者氏名
フ リ ガ ナ

                  印 
                                 
                                            電話番号（   ）   －     番 

                        担当者職氏名                         
 
 
 

ばい煙発生施設の使用を廃止したので，京都市大気汚染対策指導要綱第７条の規定によ
り，次のとおり届け出ます。 
              
  

工場又は事業場 
の 名 称 

 ※整 理 番 号  

工場又は事業場 
の 所 在 地 

 ※受理年月日  

施 設 の 種 類  ※施 設 番 号  

施設の設置場所  

使用廃止の年月日  

使用廃止の理由  

 
※備 考

 

                                                                 
 備考 1 ※印の欄には，記載しないこと。 
    2 用紙の大きさは，日本工業規格A4とすること。 
    3 氏名(法人にあつてはその代表者の氏名)を記載し，押印することに代えて，本人(法人に

あつてはその代表者)が署名することができる。  



第４号様式（第５条関係） 

 

承  継  届  出  書 
 

                              平成   年     月     日 

 （あて先） 京 都 市 長 
                          

                  届出者住所 

                 名
フリ

   称
ガナ

       

                 代表
フ

者
リ

氏
ガ

名
ナ

                  印  

                       電話（   ）   －         番 

                 担当者職氏名 
 
 
ばい煙発生施設に係る届出者の地位を承継したので,京都市大気汚染対策指導要綱第 8 条第 3

項の規定により，次のとおり届け出ます。 
 

 

   

 

 

       

  
  ※施設番号  

  

     

氏 名 又 は

名   称

  

 
   

  

 

※ 備  考

 

 

備考 １ ※の欄には,記載しないこと。 

   ２ 用紙の大きさには,日本工業規格Ａ４とすること。 

   ３ 氏名（法人にあってはその代表者の氏名）を記載し，押印することに代えて，本人 

    （法人にあってはその代表者）が署名することができる。 

※整理番号

※受理年月日 年  月  日 

    年  月  日
承 継 の 年 月 日 

施  設  の  種  類 

住  所 

施 設 の 設 置 場 所 

被承継者 

承  継  の  原  因 

工場又は事業場の 
所   在   地 

工場又は事業場の 
名      称 



第５号様式（第６条関係） 
施  設  計  画  書 

年  月  日 

（あて先）京 都 市 長 
                 住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 
氏名（法人にあっては，名称及び代表氏名。記名押印又は署名） 

                                      印 
（記入担当者    電話    －     ） 

京都市大気汚染対策指導要綱第９条第２項の規定により，施設計画書を下記のとおり提出します。 

 

記 

 
１ 硫黄酸化物削減計画 

 
（１） 達成期限，硫黄含有率及び硫黄酸化物年間排出量 

    

達 成 期 限 年間排出量（N  ／年） 硫黄含有率の上限（％）

   年  月  日以降   

   年  月  日以降   

 

（２） 硫黄酸化物削減方法 

   ア 工場・事業場単位計画   原燃料の年間使用量等  

    

 原 燃 料

の 種 類

平 均 硫 黄

含有率（％）

原 燃 料 の 年 間

総使用量（単位）

平 均 捕 集

効率（％）

年間層排出量

（N  ／年）

昭 和 ５ １ 年 度 実 施      

 年  月  日以降      

年  月  日以降      

    

   イ 工場・事業場単位計画     排煙脱硫装置等 

     

 

 

 

 

 

  
   ウ 施設単位計画    別紙１のとおり。 

 

   エ 工場操業系統図及び排煙系統図   別紙２及び別紙３のとおり。 

 

２  硫黄酸化物削減計画及び将来計画に関する説明   別添のとおり。  

捕集効率（％） SＯ２ 計  

平 均 下 限

O２  計 

入 口 出 口

ＮＯX計 捕 集 効 率

の 根 拠

維 持 管 理

方 法 等

    年  月  日現在       

年  月  日以降       

年  月  日以降       

別 添 

のとおり。

別 添 

のとおり。

時    期 

時   期 



別紙１ 施設単位計画 

１）許容基準算定基礎（昭和５１年度実績） 

定 格 能 力 換算原燃料使用量 ① 

施設 

 

番号 

② 

施設の 

 

種 類 

③ 

設 置 

 

年月日 

④ 

休 

・ 

予 

⑤ 

換算前 

⑥ 

単位 

⑦ 

換 算 後

（ ／時） 

⑧ 

原燃料

 

の種類

⑨ 

年間総量 

（K ／年）

⑩ 

月平均最大

（ ／時） 

⑪ 

年間時間

稼 動 率

（％） 

⑫ 

備   考 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

工 場 ・ 事 業 場 の 合 計 ⑬  ⑭ ⑮ ⑯  

 
 
 

 
２）削減計画（     年   月  日から実施する計画） 

 

定 格 能 力    原燃料計画使用量 ① 

施設 

 

番号 

② 

施設の 

 

種 類 

③ 

設 置 

 

年月日 

④ 

廃 

休 

予 

⑤ 

換算前 

⑥ 

単位 

⑦ 

換 算 後

（ ／時）

⑧ 

原燃

料の

種類

⑨ 

年間

総量

⑩ 

単位

⑪ 

月平均 

最 大 

⑫ 

単位

⑬ 

硫 黄

含有率

（％）

⑭ 

年  間 

総排出量 

（N  ／年）

⑮ 

備  考

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

工 場 ・ 事 業 場 の 合 計 ⑯  ⑰ ⑱ ⑲ ⑳  ○21   

 



 

別紙２ 

 

 工場操業系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙３ 

 

 排煙系統図 

 


